
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１３６０１

挑戦的萌芽研究

2016～2013

地域包括ケアの協働実践に関する研究

Elderly care and Community-based Integrated Care in Japan

４０３０３４４０研究者番号：

井上　信宏（INOUE, Nobuhiro）

信州大学・学術研究院社会科学系・教授

研究期間：

２５５９０１１０

平成 年 月 日現在２９   ６ ２２

円     1,600,000

研究成果の概要（和文）：　21世紀に立ち上がってきた高齢期の生活変容は、ケアを誰が担うのか、どのように
調達するのかという「ケアの配分」の問題を浮き彫りにすることになった。地域包括ケアシステムは、これまで
の福祉レジームが供給できる支援をはるかに超えることになった高齢者の生活課題の解決に向けて、ケア関係の
再構築を図ることが求められている。
　そのためには、地域包括ケアシステムを「健康が維持できている地域づくり」（場づくり）、「困りごとが解
決できる地域づくり」（関係づくり）、「専門知識を気がねなく使える地域づくり」（連携づくり）、「緊急事
態に対応できる地域づくり」（安心づくり）として整理することが必要である。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to clarify “a method for construction of the 
Community-based integrated care system”.
Amid rapid aging of the population the long-term care insurance system was established to promote 
in-home nursing care in April 2000. Yet, it continues to be difficult for senior couples and older 
adults living alone to sustain their living at home only by relying on it.This is because “the 
distribution of care” has not been considered as a problem that should be solved by society 
although livelihood tasks among older adults necessitate care from others.
I argue, therefore, that it is imperative that the community-based integrated care system must 
undertake the task of distribution of care that has long been neglected.

研究分野：社会政策
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様	 式	 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通）	

１．研究開始当初の背景 
 
	 2012 年の介護保険制度の見直しの中で、
地域包括ケアシステムの構築が政策課題と
して示された。しかしそこでは、システム構
築は基礎自治体の責務と記されただけで、構
築のための具体的な方法は示されなかった。 
 
	 相前後して、政策的には地域包括ケアシス
テムの構築に向けたモデル事業が進められ、
その成果が相次いで先進事例として紹介さ
れることになった。こうした流れの中で豊富
な先進事例集が積み上がってきたものの、シ
ステム構築を視野に入れた事例収集の方法
が確立されておらず、事例を理論的に分析す
る研究も皆無であった。 
 
	 本研究テーマに関連する先駆的研究とし
て、太田貞司『地域ケアシステム』（有斐閣、
2003年）、太田貞司ほか『地域包括ケアシス
テム』（光生館、2011年）などがある。しか
し、これらは在宅や地域で日常生活を送るこ
とができる支援のあり方を制度の歴史や理
念から整理するものである。猪飼周平「地域
包括ケアの社会理論への課題」（『社会政策』
2-3（7））は健康概念の転換を手がかりに生
活支援の前景化を理論的に明らかにしたも
のである。しかしいずれも、地域包括ケアシ
ステムの構築方法を意識した研究とは言い
難い。 
 
	 本研究代表者は、先進事例の実態調査を重
ねることで、地域包括ケアシステムには 9つ
の機能要件があり、それらが「地域社会のネ
ットワーク化」（地域組織化）、「専門職のネ
ットワーク化」（専門職連携）、それらを束ね
る地域システム（ローカルガバナンス）の 3
つのモジュールからなることを示した〔注 1〕。
しかし、基礎自治体や地域社会が求めている
「地域包括ケアシステムの構築のための具
体的な方法」を示すまでには至っていなかっ
た。 
 
〔注 1〕井上信宏「地域包括ケアシステムの機能
と地域包括支援センターの役割」、『地域福祉研究』

39、2011年。 
 
 
２．研究の目的 
 
	 本研究は、研究代表者が、基礎自治体や地
域社会が地域包括ケアシステムを構築して
いく過程に積極的に参加することで参与観
察を行ない、これまで分からなかった「地域
包括ケアシステムの構築のための具体的な
方法」を明らかにすることを目的としている。 
 
	 そのために本研究では、研究代表者の所属
校がある長野県松本市（人口 24 万人、高齢
化率 25％、2013 年）を調査地として、基礎

自治体の職員や福祉専門職、社会福祉協議会
や NPO、介護保険事業者、他大学の研究者、
そして地域住民に働きかけを行ない、高齢期
の生活変容や生活支援のあり方、先進地にお
ける地域課題の解決方法などの学習機会を
重ねながら、松本市に地域包括ケアシステム
を構築する働きかけを行なう。その実践過程
を記録・分析することで、これまで明らかに
されてこなかった地域包括ケアシステムの
構築のモデルを示すことを目指している。 
 
	 本研究は、すでに完成されたシステムを調
査対象とするものではない。研究代表者がシ
ステム構築の初発から積極的に関わりなが
ら、基礎自治体のなかで部局間連携を行ない、
専門職間での情報共有を進める取り組みを
仕掛け、地区担当者レベルでの意識統一を図
るためのプラットフォームづくりを推進す
る。それと併行して、地域住民に実際に働き
かけながら、大学（研究者）と基礎自治体（地
区担当職員）が協働で地域包括ケアシステム
の構築を試みる。こうした取り組みを通じて、
システム構築のモデルを示すことになる。 
 
	 実践的な支援と研究を併行するところに
本研究の斬新さがあり、地域連携を模索する
地方国立大学と基礎自治体の具体的連携の
あり方を探るという意味でチャレンジ性が
ある。 
 
 
３．研究の方法 
	
	 本研究は、研究代表者が、長野県松本市を
調査地として高齢期の生活変容に対する地
域包括ケアシステムの構築を実践し、参与観
察を通じてシステム構築のモデルを示すも
のである。	
	
	 第１に、システム構築の関係者の協働を可
能とするプラットフォームを用意して、そこ
で協働経験を定期的に重ねる必要があると
考えた。本研究では、松本市のシステム構築
においてキーパーソンとなるメンバーに声
かけをし、地域包括ケアシステムにおける地
域組織化、専門職連携、ローカルガバナンス
をテーマとする意見交換を重ねた。	
	
	 そのなかで、松本市において地域組織化、
専門職連携、ローカルガバナンスのネットワ
ークづくりでハブとなるメンバーに関する
情報交換を行ない、他学部や近隣大学・短大
の研究者、医療関係者（在宅診療を担当する
医師や医師会理事など）、松本市の行政職員、
介護事業者、社会福祉協議会、NPO、地域住
民など 50 名を超える関係者をリストアップ
し、「まつもと・地域包括ケアシステム研究
会」を立ち上げ、「ラウンドテーブル」を開
催した。	
	



	 まつもと・地域包括ケアシステム研究会で
の経験をもとに、ひとつにはさらにメンバー
を絞り込んで定例研究会を組織し、外部講師
等を招聘して先進事例を学ぶ機会を重ね、ふ
たつには研究代表者は地区（行政区）担当の
職員や地域住民と繋がるようになり、地域福
祉や地域づくりの現場と関わることができ
るようになった。	
	
	 第２に、地域包括ケアシステムに関連する
テーマの文献研究を実施し、それと併せて先
進事例の調査研究を実施した。	
	
	 文献研究の背景には、日本の生活保障シス
テムが「新しい社会的リスク」に直面してい
るのではないかという研究代表者の問題意
識がある。地域包括ケアシステムは、こうし
た新しい社会的リスクに対抗するための新
しい福祉レジームになるのではないかとい
う仮説のもとで、先行研究や先進事例の調査
研究を実施した。	
	
	 本研究では、こうした研究を通じて得られ
た知見をもとに、日本の生活保障システムの
なかに地域包括ケアシステムを位置付けて
相対化し、地域包括ケアを新しい社会システ
ムの構成要件とするための条件を考えた。	
	
	 第３に、地域包括ケアを新しい社会システ
ムの構成要件とするための条件と、松本市を
調査地とする地域包括ケアシステムの構築
に向けた協働経験を合わせて、地域包括ケア
システムの構築のための具体的な方法を明
らかにする研究に取り組んだ。	
	
	 本研究の最終年度には、松本市でも地域包
括ケアシステムの構築に向けた取り組みが
具体的に推進されることになった。この間、
研究代表者は、まつもと・地域包括ケアシス
テム研究会やその後の定例研究会を通じて、
本研究の知見を取り組み現場にフィードバ
ックする機会を用意し、松本市の取り組みに
協力してきた。このなかで、松本市職員、地
域包括ケアに関係する専門職、地域住民に協
働を働きかける研修等の機会を重ねること
となり、研修のための資料やプレゼンテーシ
ョンを実施し、それへのフィードバックを受
けるなかで、関係者の主体性を喚起してシス
テム構築に乗り出すことができる「地域包括
ケアシステムの考え方」や「ストーリー（物
語）」が明らかになってきたのである。	
	
	
	
４．研究成果 
	
（1）高齢期の生活保障と地域包括ケア	

	
	 20 世紀の日本の生活保障システムは、家族
や地域社会の相互扶助機能に依拠すること

から、ほかの国と比べて強固なジェンダー関
係に支えられた「男性稼ぎ主型」となる。地
域包括ケアシステムは、20 世紀の日本の生活
保障システムを成立させてきた環境要因が
大きく変化する中で指向されている生活支
援のあり方である。	
	
	 そのためシステム構築には、旧来のシステ
ムを抜本的に見直すことが要請されている。
こうした問題意識が弱いなかでシステム構
築に乗り出すと、地域包括ケアシステムが
「再商品化」「再家族化」「再集権化」を強力
に進める危険性がある。	
	
	 20 世紀の日本の生活保障システムの見直
しを要請したのは高齢者介護だった。高齢者
介護は、長く家族や親族による私的扶養によ
って担われてきたため、社会問題として認識
されながらも政策アジェンダとなるまでに
時間がかかっている。	
	
	 2000 年から施行された施行された介護保
険制度の特徴は、①ジェンダー分業に基づく
女性の無償労働によるケアの存在を前提に、
在宅介護を主流化する方針を採用したこと、
②社会保険制度を採用することで、あらかじ
め定められた高齢期の要介護リスクに対し
て、誰でも介護保険サービスを受けることが
できる普遍主義を採用したこと、③全てのサ
ービス利用者にケアマネジメントを施すこ
とで、生活課題を分別して介護保険が適用で
きる範域を確定し、専門家と共に必要なサー
ビスを計画的に利用するしくみを採用した
こと、④民間営利企業の参入を認めてサービ
ス供給量を確保する方法を採用したことに
ある。	
	
	 しかし、高齢期の生活課題は介護保険制度
が提供するサービスとのズレを抱え込んで
いた。第１に、支援困難事例の累積が可視化
する高齢者の生きにくさであり、社会的排除
である。第２に、高齢期の生活課題の多様性
と文脈依存性である。第３に、高齢期の生活
課題に必要とされる支援の質的な変化と他
者によるケアの絶対的な供給不足である。	
	 21 世紀に立ち上がってきた高齢期の生活
変容は、ケアを誰が担うのか、どのように調
達するのかという「ケアの配分」の問題を浮
き彫りにすることになった。他方、介護保険
制度による「在宅介護の主流化」は、元気高
齢者をあるべき姿とする「自立」の圧力が極
めて強いために、日常生活の変化の中でその
つど生起するケアを求める声をを上げ難い
環境を生み出しがちであり、「ケアの配分」
が表面化しない可能が高い。	
	
	 こうした「ケアの配分」が社会問題視され
てこなかったのは、これまで特に高齢者が声
を上げるまでもなく、家族の女性が無償でケ
アを担ってきたためである。しかし、家族構



造の変化は、否応なくケアの担い手が不足し
ている一人暮らし高齢者を増やすことにな
りかねない。一人暮らし高齢者は、自ら「ケ
アの不足」の声が上げ難い状況に追いやられ
ている。	
	
	 地域包括ケアシステムが解決を迫られて
いる本質的な課題は、これまでの福祉レジー
ムが供給できる支援を遥かに超えることに
なった高齢者の生活課題であり、人口減少と
平行して中間的な共同体の相互扶助が脆弱
するなかで求められるケア関係の再構築で
ある。	
	
【引用文献】 

研究成果（1）は、以下の 2公刊論文、主に「高

齢期の生活保障と地域包括ケア」を元に作成し

た。	

	

井上信宏「生活保障システムの転換と地域包括

ケア」（第 3 章）、宮本太郎（編著）『地域包括

ケアと生活保障の再編』、明石書店、2014 年	

	

井上信宏「高齢期の生活保障と地域包括ケア」

『社会政策』7-3（22）、pp.27-40、2016 年	

	
	
（2）地域包括ケアシステムの構築のための	

	 	 	考え方	

	
	 システム構築の現場における「地域包括ケ
アシステム」の定義は、〈誰もが、住み慣れ
た家で、地域で、安心して暮らし続けること
ができる社会を実現するためのしくみ〉とい
う定義が有効である。	
	
	 こうしたしくみを社会実装するためには、
目的と目標を明確に定めることが不可欠で
ある。ここでの目的とは最終的に辿りつくゴ
ールであり、目標とは目的を目指して用意さ
れた中継地点となるものである。	
	
	 地域包括ケアシステムの目的は、法律上で
は「地域の実情に応じて、高齢者が、可能な
限り、住み慣れた地域でその有する能力に応
じ自立した日常生活を営むこと」（医療・介
護総合確保促進法、2014 年）と記されている。
しかし、それぞれの自治体や地域ごとに解決
すべき課題のありかたが異なるため、自治体
や地域の地域包括ケアシステム構築の担当
者が集まって、具体的な目的や目標を自らの
言葉で描き出すことが有効である。	
	
	 地域包括ケアシステムの構築を実現する
ために必要となる機能は「図１	地域包括ケ
アシステムの機能と編成」のようにまとめる
ことができる。	
	
	

図１ 地域包括ケアシステムの機能と編成	
 

	 この図は、地域包括ケアシステムが扱う課
題解決の現場の機能を支援の流れに沿って
編成したものである。	
	
	 〈住み慣れた家で、地域で、安心して暮ら
し続けること〉を意識しなれければならない
老いや障害といった課題に直面している現
場では、そうした状態を未然に防ぐこと（予
防）と、仮にそうなっても進行を抑えること
で生活の質を維持向上させて、老いや障害と
ともに暮らすためのしくみを用意すること
（互助）が必要となる。こうしたしくみを「課
題予防のための取り組み」と位置付ける。	
	
	 また、老いや障害は、急激な状態変化に直
面したり、家族や近隣の住民が支えきれない
状態となることが発生するリスクから自由
ではない。こうした状況に陥った時の安心を
担保するのが「課題解決のための取り組み」
である。	
	
	 「課題予防」と「課題解決」を取り結ぶ機
能が「発見・繋ぎ」である。地域社会のネッ
トワークの中で、予防や互助の取り組みを通
じて、リスクを抱えた人の生活を緩やかに見
守り、課題を発見すれば専門家と相談しなが
ら不安要素を解消していくことになる。場合
によっては、専門的な介入を通じて、発見し
難い課題を突き止めることも必要となる。	
	
	 地域包括ケアシステムの機能と編成は、必
ずしもそれぞれの機能が分化しているわけ
ではない。二つのネットワークが入れ子状態
担っていることが少なくない。また、ひとつ
の取り組みが複数の機能を有していること
もある。しかし、こうした機能や編成を意識
することで、地域社会のなかの強みや弱みを
把握することができるようになり、地域課題
を整理することができるようになるのであ
る。	
	
	 地域包括ケアシステムの機能を地域社会
に実装するアプローチを考えるために「図２	
地域包括ケアシステムの機能を社会実装す
るための４つの地域づくり」をまとめた。	
	
	 第１は「健康が維持できている地域づく
り」である。生活課題を抱えた人でも、家の
なかに引きこもることなく、他の人と一緒に



いることができて、社会的な役割を得ること
ができる地域である。多くの人が社会的な役
割を得て、社会参加を促進できる〈場づくり〉
は、客観的な健康維持において不可欠な取り
組みである。	
	

図２ 地域包括ケアシステムの機能を社会実装す 

   るための４つの地域づくり 

	
	 第２は「困りごとが解決できる地域づく
り」である。老いや障害など生活課題を抱え
た人は、日常生活におけるケアサポートがあ
るだけで在宅生活を継続できるケースが少
なくない。しかし、そうしたケアの多くが、
これまで親密な人間関係のなかで交わされ
てきた行為のために、いったんそうした関係
が脆弱化すると、ニーズを声に出すのは躊躇
されてしまう。ここで必要となるのは、助け
合いサービスの制度化だけではなく、新たな
〈関係づくり〉に他ならない。	
	
	 第３は「専門知識を気がねなく使える地域
づくり」である。対人援助の仕組みが高度化
し、当事者の主体的な参画が求められるほど
に、専門知識やサービスから遠ざけられてし
まう人が出てくるのが現在の姿である。自分
で終末の場を選ぶことができたり、自らの生
きざまを決める選択肢があるだけではなく、
自らの選択肢がどのような結果に繋がるの
かについて、専門的な助言が得られる地域を
作ることが必要である。	
そこでは、専門職同士の〈連携づくり〉、専
門職と地域社会が日頃から情報を交換し合
う〈連携づくり〉が必要となる。	
	
	 第４は「緊急事態に対応出来る地域づく
り」である。この取り組みには二つの層があ
る。第一の層は、支援困難に繋がる課題を早
い段階で見つけ、すぐに専門的な支援に繋げ
る支援づくりである。第二の層は、専門的な
介入による当事者の尊厳を保持するしくみ
づくりである。〈誰もが、住み慣れた家で、
地域で、安心して暮らし続けること〉を実現
するためには、地域社会が最期を共に引き受
ける共同体であることが必要となる。強制的
な介入や死を伴う緊急事態に対応できる地
域づくりは、地域社会の〈安心づくり〉とな
る。	
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（3）本研究のインパクトと今後の展望	

	
	 本研究の最終年度から研究代表者は、研究
成果をもとにした働きかけを松本市ならび
に幾つかの地区（行政区）に対して実施して
いる。地区担当職員を対象とする研修を行う
ことで、システム構築のなかで専門職が果た
すべき役割を自ら考える。地域住民を対象と
する研修を行うことで、住民自らが担うべき
役割を明らかにする。本研究の成果に基づく
「地域包括ケアシステムの構築の考え方」は、
専門の違いや地域住民の差異を超えて、双方
が共有できる「知識」を提供することができ、
システム構築に向けた目的や目標を共有す
ることができるようになっている。	
	
	 実証的な取り組みは始まったばかりであ
るが、論点整理や関係者の組織化に向けた取
り組みのなかで、修正が必要となる視点を明
らかにし、それらを微調整することが今後の
取り組みの課題と考えている。	
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